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集計結果
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１. 調査概要

（1）本調査の目的
 この調査は、総合型地域スポーツクラブ全国協議会の『登録・認証制度』における登録クラブの実情や課題、
 ニーズなどを把握し、登録クラブの取組や課題等に対する有効な支援施策等の検討を行うために実施する。

（2）調査項目
 ①法人格について
 ②他団体との連携について
 ③クラブの状況について
 ④広報活動について
 ⑤指導者資格について
 ⑥保険加入について
 ⑦中学校部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行について

（3）調査対象
 総合型地域スポーツクラブ全国協議会 令和5年度登録クラブ

（4）調査方法
 オンラインフォーム（Forms）による回答

（5）調査期間
 令和5年11月10日（依頼日）～ 令和5年12月15日※（回答締切日） ※12月11日から回答締切日を延長した
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2. 調査結果

（1）回答登録クラブ数

 535／1,045 クラブ（51.2%）

No. 都道府県 回答クラブ数 回答率
1 北海道 23 38%
2 青森県 4 80%
3 岩手県 16 73%
4 宮城県 12 50%
5 秋田県 10 45%
6 山形県 24 65%
7 福島県 24 56%
8 茨城県 12 50%
9 栃木県 17 46%
10 群馬県 7 39%
11 埼玉県 15 54%
12 千葉県 7 64%
13 東京都 18 43%
14 神奈川県 19 38%
15 山梨県 7 47%

No. 都道府県 回答クラブ数 回答率
16 長野県 13 41%
17 新潟県 20 65%
18 富山県 9 38%
19 石川県 9 60%
20 福井県 7 28%
21 静岡県 3 25%
22 愛知県 14 61%
23 三重県 5 63%
24 岐阜県 29 63%
25 滋賀県 13 50%
26 京都府 6 38%
27 大阪府 14 74%
28 兵庫県 8 47%
29 奈良県 15 60%
30 和歌山県 10 48%

No. 都道府県 回答クラブ数 回答率
31 鳥取県 4 50%
32 島根県 6 75%
33 岡山県 6 43%
34 広島県 15 68%
35 山口県 2 67%
36 香川県 5 63%
37 徳島県 11 44%
38 愛媛県 5 28%
39 高知県 2 29%
40 福岡県 4 50%
41 佐賀県 7 54%
42 長崎県 12 50%
43 熊本県 23 52%
44 大分県 15 63%
45 宮崎県 15 68%
46 鹿児島県 11 73%
47 沖縄県 2 50%
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NPO法人

238

75.6%

認定・仮認定

NPO法人

8

2.5%

一般財団法人

5

1.6% 一般社団法人

60

19.0%

公益財団法人

2

0.6%

公益社団法人

2

0.6%

2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

①法人格について
◆回答クラブにおける法人格取得有無     ⇒ ◆法人格取得済みクラブの法人格種類の割合

取得済みクラブ数

315

58.9%

未取得クラブ数

220

41.1%
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2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

①法人格について
◆回答クラブにおける法人格取得有無     ⇒ ◆法人向け賠償責任保険加入の割合

加入している

190

60.3%

加入していない

125

39.7%
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取得済みクラブ数
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58.9%

未取得クラブ数
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55
77

135
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減免措置等の優遇

人員確保につながった

協賛の獲得や寄付金額の増加

税制優遇

法人保険への加入ができた

団体名義が使用可能

社会的地位の確立

責任が個人ではなく法人へ

自治体連携促進につながった

認知度の向上

ガバナンス強化につながった

組織力の向上

特になし

補助金・助成金メニューが増えた／申請できた／受けやすくなった

委託事業の受託ができた／増えた／しやすくなった

社会的な信用の向上

2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

①法人格について
◆法人格を取得して良かったこと （自由記述内容を分類・集計）
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2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

①法人格について
◆法人格を取得して良くなかったこと （自由記述内容を分類・集計）

158
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3

2

1

1
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特になし

事務処理手続きが多く、負担が増えた

法人税の徴収

支出すべき費用が増えた

その他

非営利組織であることの正しい理解浸透の手間

インボイス制度への対応

定款による活動の縛り、柔軟性の低下

支援の縮小

法人に対する責任の重み

助成から委託への変更
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NPO法人

24

66.7%

認定・仮認定NPO法人

1

2.8%

一般社団法人

11

30.6%

2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

①法人格について
◆法人格未取得回答クラブの取得予定有無     ⇒ ◆取得予定有クラブの取得予定法人格の種類

取得予定：有

39

17.7%

取得予定：無

181

82.3%
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必要性を感じない

クラブの状況に余裕がない／体制が整っていない

法人を持つ団体の傘下組織であるため

小規模クラブであるため

取得後の負担が大きいため

検討中

機運が高まっていない

支出が増えるから

未回答

2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

①法人格について
◆取得予定無クラブにおける法人格を取得していない理由 （自由記述内容を分類・集計）
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2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

②他団体との連携について
◆連携している他団体 （複数選択可）
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市区町村体育・スポーツ協会

基礎自治体(市区町村等)

小学校

中学校

スポーツ少年団

民間団体(自治会、商工会、企業等)

都道府県自治体

幼稚園・保育園

大学・専門学校

高等学校

他の総合型クラブやスポーツ団体

まちづくり協議会

その他

社会福祉協議会

スポーツ推進委員会

老人ホーム

競技団体

公民館

学童

連携していない
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19

4

4

4

12

13

14

18

21

31

37

46

88

97

157

0 20 40 60 80 100 120 140 160

連携していない

若年層の巻き込み

自主事業とのバランス

新規事業の立ち上げ

持続可能な事業実施・連携体制の確立

連携する上での自クラブの基盤・体力

活動場所の確保・調整 等

連携先との情報共有

連携・共同イベントの開催（企画・調整・集客など）

総合型クラブの認知度の低さ

財源・資金の獲得・交渉

人材不足（指導者・マネジメント人材・次世代人材 等）

その他

連携先との連携体制／関係性の構築・継続・相互理解

特になし

2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

②他団体との連携について
◆他団体との連携についての課題 （自由記述内容を分類・集計）
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2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

②他団体との連携について
◆都道府県や、市区町村等の自治体からの支援有無

 ３７2クラブ（69.5%）が 【有】 と回答

◆都道府県や、市区町村等の自治体からの具体的な支援内容 （自由記述内容を分類・集計）
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36

51
111
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クラブマネジャーの配置

その他

行政職員の人員配置

行政所有備品等の借用・物品支給

研修機会等の提供

情報提供

事業推進サポート・アドバイス

事業に対する共催・後援等の支援

事務局設置支援

指定管理の委託

事業運営協力（運営スタッフ・講師等の派遣など）

事業やクラブ紹介等の広報協力

事業委託

施設利用の優遇／利用料の減免

補助金・助成金等の金銭的支援

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved. 12



2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

③クラブの状況について
  ◆クラブの活動基盤体制（活動場所、施設設備、指導者、連絡体制 等）の課題 （自由記述内容を分類・集計）

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved. 13

9

10

10

11

20

45

49

62

217
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0 50 100 150 200 250 300

クラブ会員の少子高齢化

新規会員・参加者の獲得

その他

他団体との連携

会員との連絡体制

事務局運営人員（確保・発掘・育成・後継者）

活動支出に対する財源獲得・予算の捻出

特になし

活動場所や設備の確保

指導者人材（確保・発掘・育成・後継者）
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209
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218

0 50 100 150 200

他団体との連携

助成金・補助金の獲得

スポンサー等の支援獲得

持続可能な運営体制の確立

その他

特になし

事業拡大に伴うクラブ運営体制整備

事務局運営人員（確保・発掘・育成・後継者）

会員数の確保・拡充

安定した財源の確保・資金繰り

2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

③クラブの状況について
  ◆クラブ運営（収支、事務局人員、事業数、会員数 等）の課題 （自由記述内容を分類・集計）
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2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

③クラブの状況について
  ◆次世代人材（クラブ内の若手人材や、将来的に事務局の中核を担う人材）の育成に関する取組有無

 225クラブ（42.1%）が 【有】 と回答

     ◆次世代人材の育成に関する具体的な取組内容（N=225クラブ|自由記述内容を分類・集計）
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アルバイト・インターンとして受け入れ

イベントを通じた認知度の向上

他団体との連携（大学・企業等）

責任ある役職・業務を担ってもらう

会員・元会員を巻き込む

若い世代の積極採用

その他

運営体制の工夫

研修会・講習会への参加

資格取得の推進（クラブマネジャー・アシスタントマネジャー等）



2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

③クラブの状況について
  ◆次世代人材（クラブ内の若手人材や、将来的に事務局の中核を担う人材）の育成に関する取組有無

 310クラブ（57.9%）が 【無】 と回答

   ◆次世代人材の育成に関してクラブとして感じている課題（N=310クラブ|自由記述内容を分類・集計）
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クラブの認知度の低さ

特になし

人材の確保（ターゲットが多忙）

その他

運営・育成体制が整っていない

人材の確保（財源不足）

人材の確保（人材不足）



2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

③クラブの状況について
◆クラブマネジメント（クラブマネジャー等）人材の育成に関する取組有無

 249クラブ（46.5%）が 【有】 と回答

 ◆クラブマネジメント人材の育成に関する具体的な取組内容
              （N=249クラブ|自由記述内容を分類・集計）
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134
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特になし

責任ある役職・業務を担ってもらう

金銭面の補助（給与・研修会費等）

その他

学びの場の提供（研修会・交流の場等）

資格取得の推進（クラブマネジャー・アシスタントマネジャー等）
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41

79

114
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クラブの認知度の低さ

その他

資格取得に関する困難（手続きが難しい・余裕がない等）

特になし

人材の確保（財源不足）

運営・育成体制が整っていない

人材の確保（人材不足）

2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

③クラブの状況について
◆クラブマネジメント（クラブマネジャー等）人材の育成に関する取組有無

 286クラブ（53.5%）が 【無】 と回答

 ◆クラブマネジメント人材の育成に関してクラブとして感じている課題
              （N=286クラブ|自由記述内容を分類・集計）
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7

9
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17
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36
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50
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100

215

0 50 100 150 200

事業や活動の持続、拡大

各種事業への参加優遇（NWAや研修会など)

広報（発信力）の拡大

その他

他クラブや他団体との連携促進

助成金(スポーツくじ/ヨネックス財団 等)への申請が可能

行政からの補助金・事業委託の獲得・継続、支援の拡大

自クラブの点検機会になった

今後に期待

他クラブとの繋がり（交流・情報交換機会など）

他クラブ情報からの学び、状況把握

総合型クラブや公的団体としての認知/社会的信用性の向上

各種情報共有/提供による参考情報の収集

まだわからない/実感がない

特になし

2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

③クラブの状況について
◆総合型地域スポーツクラブ全国協議会への登録により実現できたこと、良かったこと

     （自由記述内容を分類・集計）
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38
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海外研修

ニュース番組での紹介コーナー

スポンサーとのマッチング

収益が期待できるイベント（一部クラブに還元）

指導者資格が取得できる研修会

異業種交流会（まちづくり分野の方々や、企業 等）

総合型クラブの認知向上につながるイベント

プロスポーツ選手や元オリンピアン、著名人との交流

オンラインイベント

行政と共同参加できるワークショップ

次世代人材の参画や育成につながるイベント

全国でなはくブロック単位以下のイベント

スポーツ体験等のスポーツを楽しむ機会を通じた交流

情報交換会やクラブ間での連携が促進できるもの

2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

③クラブの状況について
◆登録クラブの全国的なイベントがあるとしたら、求めるイベントの種類・テーマ・内容

     （自由記述内容を分類・集計）

◎イベント
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0 10 20 30 40 50

プロスポーツ・スポーツツーリズム等との連携

SDGs

活動施設の確保

指定管理

スポーツと健康

スポーツ界の将来像

税や法人格

収益事業のビジネスアイデア

スポーツとまちづくり

総合型クラブの原点回帰／未来

指導者のスキルアップ

魅力ある教室・イベント・クラブづくり

人材育成、人材確保

教室やイベントの紹介(生涯スポーツやﾆｭｰｽﾎﾟｰﾂ、ｲﾝｸﾙｰｼﾌﾞなど)

クラブ経営（資金獲得、ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ、持続可能な運営 等）

部活動の地域連携・地域クラブ活動移行

事例紹介（先進的な／特色のあるクラブやイベント｜課題 等）

2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

③クラブの状況について
◆登録クラブの全国的なイベントがあるとしたら、求めるイベントの種類・テーマ・内容

     （自由記述内容を分類・集計）

◎テーマ
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NWAで十分

移動負担やクラブ運営があるので参加できない

イベントより補助金や補償等の支援

登録によるメリットが感じられる機会や場を提供してほしい

その他

特に求めない・不要

特になし・わからない

2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

③クラブの状況について
◆登録クラブの全国的なイベントがあるとしたら、求めるイベントの種類・テーマ・内容

     （自由記述内容を分類・集計）

◎その他
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23

（２）調査項目別回答結果

④広報活動について
◆対外的な広報活動で使用している媒体（複数回答）
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174

6

149

65

439

198

195

65

28

a. ホームページ

b. Facebook

c. X［旧Twitter］

d. Instagram

e. TikTok

f. LINE

g. YouTube

h.チラシ、パンフレット、リーフレット

i.定期あるいは不定期に発行する会報

j.地域誌・コミュニティ誌・自治体発行物

k.プレスリリースなどマスコミの記事化、取材呼び込みの活動

その他

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved.
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278

110

14

108

25

58

6

212

83

93

11

25

a. ホームページ

b. Facebook

c. X［旧Twitter］

d. Instagram

e. TikTok

f. LINE

g. YouTube

h.チラシ、パンフレット、リーフレット

i.定期あるいは不定期に発行する会報

j.地域誌・コミュニティ誌・自治体発行物

k.プレスリリースなどマスコミの記事化、取材呼び込みの活動

その他

24

（２）調査項目別回答結果

④広報活動について
◆使用媒体のうち、更新頻度の高い媒体

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved.

2. 調査結果
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毎日、随時

22%

週1回

9%

週に数回

4%

月1回

23%

月に数回

19%

年1回

2%

年に数回

7%

その他

14%

不特定多数

37%

地域住民

38%

会員

6%

学校

8%

シニア、子ども

3%
その他

8%

（２）調査項目別回答結果

④広報活動について
◆更新頻度上位5件における更新頻度、広報対象、目的

＜1位：ホームページ（使用媒体1位）＞

〇更新頻度 〇広報対象

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved.

2. 調査結果
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（２）調査項目別回答結果

④広報活動について
◆更新頻度上位5件における更新頻度、広報対象、目的

＜1位：ホームページ（使用媒体1位）＞

〇目的

イベント周知

32%

新規会員獲得

30%

活動報告

7%

クラブのPR

13%

その他

18%

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved.

2. 調査結果
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（２）調査項目別回答結果

④広報活動について
◆更新頻度上位5件における更新頻度、広報対象、目的

＜2位：チラシ、パンフレット、リーフレット（使用媒体2位）＞

〇更新頻度 〇広報対象

毎日、随時

16%

月1回

8%
月に数回

3%

年1回

28%

年に数回

28%

その他

17%

不特定多数

8%

地域住民

54%

会員

6%

学校

26%

シニア、子ども

3%

その他

3%

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved.
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（２）調査項目別回答結果

④広報活動について
◆更新頻度上位5件における更新頻度、広報対象、目的

＜2位：チラシ、パンフレット、リーフレット（使用媒体2位）＞

〇目的

イベント周知

40%

新規会員獲得

44%

活動報告

1%

クラブのPR

9%
その他

6%

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved.

2. 調査結果
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（２）調査項目別回答結果

④広報活動について
◆更新頻度上位5件における更新頻度、広報対象、目的

＜3位：Facebook（使用媒体3位）＞

〇更新頻度 〇広報対象

毎日、随時

20%

週1回

20%

週に数回

4%

月1回

13%

月に数回

24%

年に数回

4%

その他

15%

不特定多数

70%

地域住民

17%

会員

4%
その他

9%

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved.
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（２）調査項目別回答結果

④広報活動について
◆更新頻度上位5件における更新頻度、広報対象、目的

＜3位：Facebook（使用媒体3位）＞

〇目的

イベント周知

28%

新規会員獲得

20%
活動報告

27%

クラブのPR

14%

その他

11%

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved.
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（２）調査項目別回答結果

④広報活動について
◆更新頻度上位5件における更新頻度、広報対象、目的

＜4位：Instagram（使用媒体6位）＞

〇更新頻度 〇広報対象

毎日、随時

22%

週1回

14%

週に数回

16%

月1回

5%

月に数回

21%

年に数回

4%

その他

18%

不特定多数

45%

地域住民

25%

会員

7%

学校

4%

シニア、子ども

7% その他

12%

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved.
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（２）調査項目別回答結果

④広報活動について
◆更新頻度上位5件における更新頻度、広報対象、目的

＜4位：Instagram（使用媒体6位）＞

〇目的

イベント周知

40%

新規会員獲得

24%

活動報告

11%

クラブのPR

15%

その他

10%

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved.

2. 調査結果
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（２）調査項目別回答結果

④広報活動について
◆更新頻度上位5件における更新頻度、広報対象、目的

＜5位：地域誌、コミュニティ誌、自治体発行物（使用媒体5位）＞

〇更新頻度 〇広報対象
毎日、随時

2%

週1回

2%

月1回

30%

月に数回

2%

年1回

15%

年に数回

28%

その他

21%

不特定多数

6%

地域住民

86%

会員

2%

学校

2%

シニア、子ども

2%

その他

2%

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved.
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（２）調査項目別回答結果

④広報活動について
◆更新頻度上位5件における更新頻度、広報対象、目的

＜5位：地域誌、コミュニティ誌、自治体発行物（使用媒体5位）＞

〇目的

イベント周知

47%

新規会員獲得

24%

活動報告

3%

クラブのPR

12%

その他

14%

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved.
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（２）調査項目別回答結果

④広報活動について
◆既存会員とのコミュニケーションツールで使用している媒体（複数回答）

a. LINE

37%

b. メーリングリスト

15%

c. 掲示板 ※体育館や

クラブハウス等の施設に

設置されているもの

18%

d. 会報誌

17%

その他

13%

〇その他
・アプリ（Sgrum、BAND、WeChat）
・クラブ独自の会員システム
・ブログ
・郵便
・電話連絡

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved.
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（２）調査項目別回答結果

④広報活動について
◆既存会員とのコミュニケーションツールで使用している媒体

〇使用目的（LINE） 〇使用目的（メーリングリスト）

教室に関する

案内

37%

出欠確認

25%

イベント案内

17%

その他

15%

会員へのお知らせ

6%

教室に関する

案内

36%

出欠確認

16%

イベント案内

17%

その他

17%

会員への

お知らせ

14%

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved.
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（２）調査項目別回答結果

④広報活動について
◆既存会員とのコミュニケーションツールで使用している媒体

〇使用目的（掲示板） 〇使用目的（会報誌）

活動報告・紹介

43%

イベント案内

32%

スケジュール

11%

その他

14%

教室に関する

案内

42%

イベント案内

40%

会員募集

8%

その他

10%

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved.
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人材不足

60

経費負担

57

世代ごとの周知方法,

 38

SNSの活用・紙媒体以外

での周知

32広報活動に係る業務負担

23

広範囲への周知・広報ができない

21

広報活動の効果が不明

19

チラシ・ポスター等の配布先・掲載

先の確保、配布方法

18

広報活動に関する知識・情

報不足…

広報活動の効果が出ない,14

ホームページの作成・更新

12

新規会員確保・地域住民等

への周知

11 その他

73

38

（２）調査項目別回答結果

④広報活動について
◆広報活動を行うにあたり、困っていることや課題

＜回答（一部抜粋）＞

・広報業務を行える人が少なく、広報担当者の負担が大きい

・スタッフの高年齢化により、SNS等での広報活動が難しい

・PR力のある広報を行うには経費が必要となる

・世代によって使用している媒体が違うため網羅できない

・広報に係る事務負担が大きい

・発信した情報をどれだけの人が見ているかわからない

・SNSなどを活用できていない

・地域住民に対し、広報活動の徹底が図れていない。

・対象者を引き付ける広報資料作成方法がわからない

・周知はおこなっているが、効果を感じない

・HPの作成、更新の方法を知りたい

・公立小中学校でのチラシ配布ができなくなっている

・会報、チラシがいつもワンパターンになっていしまい、

見てくれている方々が飽きていないか心配

・プライバシーに関する配慮

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved.
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39

SNSの活用方法, 

138

チラシの作成方法, 

136

広報媒体の効果的

な使い分け方, 32

好事例の紹介, 

16

ホームページの作成・

活用方法

12

低予算で実施できる広報

6

運営に役立つツール等の紹介, 6

その他, 56

（２）調査項目別回答結果

④広報活動について
◆効果的な広報活動を行うにあたり、知りたい情報

＜回答（一部抜粋）＞

・SNS使用方法、効果、使い分け方、効率的な投稿方法、リスク

・わかりやすく目立つチラシの作成方法（デザイン・文章・作成

ツールなど）

・対象世代ごとの広報媒体の使い分け方

・幅広い年代（老若男女）に簡単に広報できる方法。

・SNS等の有料広告利用の効果等事例

・ホームページの作成方法、運営の仕方、閲覧数を増やす方法

・費用を抑えた印刷物の作成方法、低予算で使用できるツール

・多様な情報が発信できるシステムの紹介

・安価に使える会員管理システム

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved.
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2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

④広報活動について
◆これまでに効果のあった広報事例

テレビ・新聞・行政広

報誌等への掲載, 

79

チラシ・ポスター・広

報誌等の作成, 64

口コミによる広報, 

32

SNSの活用, 18

事業内容の工夫, 

17

ホームページの活用, 

5 その他, 34

＜回答（一部抜粋）＞

・会員通信を町の広報誌と一緒に配布して体験者を募ったら、
たくさん新規入会者が参加してくれた

・区内全中学校の放送部とラジオ番組をつくりラジオ日本で放
送するプロジェクトで認知度が上がった

・行政との協働開催チラシにより、広範囲に周知できた

・市内小学校全児童に配布した体験会イベント案内チラシで約
600人から参加申し込みがあった。

・広報活動より会員の口コミ（勧誘）が一番効果がある

・Instagramで投稿を有料宣伝して、地域の方だけではなく
今まで参加のなかった他の市町村や県外からも参加者が集
まった。

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved.



2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

⑤指導者資格について
◆JSPO公認スポーツ指導者資格保有者（マネジメント資格を除く、競技別指導者資格等）の配置有無

すべての活動・教室等へ1名以上配置している

85

15.9%

一部の活動・教室等は配置している

356

66.5%

どの活動・教室等も配置していない

94

17.6%

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved. 41



3

1

1

1

1

2

2

2

2

3

4

6

8

11

18

19

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

理由なし

以前からの資格保有者が多かったため

各競技大会出場に必要なため

JSPOが推奨しているため

他の教室との差別化

個々の指導者の意識が高い

資格取得を推奨しているため

クラブの質を維持・向上するため

指導者の責任感を有すると考えるため

資格保有者の方が指導力・説得力があるため

当然のこと

採用した指導者が資格を保有していたため

安全管理のため

クラブの理念・運営上必要

安心・安全・信頼のため

正しい指導法・指導が必要なため

2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

⑤指導者資格について
◆『すべての活動・教室等へ配置している』理由（N=85クラブ｜自由記述内容を分類・集計）
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92 

91 

65 

52 

13 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

1%～20%

21%～40%

41%～60%

61%～80%

81％～99%

2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

⑤指導者資格について
◆公認スポーツ指導者を配置している教室の割合（N＝356クラブ中、割合算出可能な314クラブ）
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2

2

2

5

7

8

11

12

20

41

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

特になし

不定期活動には配置している

クラブとして把握していない

予算に余裕がない

公認スポーツ指導者資格のある競技種目の教室が少ない／ない

資格取得への負担がかかる

'競技団体や他団体の専門資格は保有している

生涯スポーツ活動が主体のため、資格保有者までは必要と感じない

公認指導者であることを重視していない／必要性を感じない

有資格者がいない／見つからない

2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

⑤指導者資格について
◆公認スポーツ指導者を配置していない理由（N=94クラブ｜自由記述内容を分類・集計）

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved. 44



全ての教室・活動の参加者に対してクラブ

側でまとめて保険加入している

376

70.3%

一部の教室・活動の参加者や会員区分によっては、

クラブ側でまとめて保険加入している

129

24.1%

クラブ側では教室・活動の参加者に対して保険

加入はしていない

30

5.6%

2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

⑥保険加入について
◆教室・活動の参加者に対する、傷害保険の加入有無
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自身で保険加入している指導者も含め、全ての所属指導者

に対して、クラブ側でまとめて保険加入している

282

52.7%

自身で保険加入している指導者を除いた所属指導者

全てに対して、クラブ側でまとめて保険加入している

28

5.2%

一部の所属指導者に対しては

クラブ側で保険加入している

61

11.4%

クラブ側では指導者に対する保険加入はしていない

164

30.7%

2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

⑥保険加入について
◆所属指導者に対する、賠償責任保険の加入有無

©2024 Japan Sport Association All Rights Reserved. 46



（２）調査項目別回答結果

⑦中学校部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行について
◆クラブにおける部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行に関する取組有無

 183クラブ（34.2%）が 【行っている】 と回答

◆地域連携・地域クラブ活動移行に関して行っている取組のカテゴリー（N=183クラブ）

2. 調査結果
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1

11

11

11

13

20

24

33

38

42

48

0 10 20 30 40 50

平日すべての部活動をクラブの活動に移行

平日・休日すべての部活動をクラブの活動に移行

平日の一部の部活動をクラブの活動に移行

休日すべての部活動をクラブの活動に移行

地域の指導者を募り、部活動指導員／外部指導員として派遣

地域内の中学校とも連携し、部活動のない日に定期的な活動・教室・スクール等を実施

平日・休日の一部の部活動をクラブの活動に移行

地域内の部活動にはない競技種目活動を立ち上げ、チーム活動・教室・スクール等を実施

クラブに所属する指導者を部活動指導員／外部指導員として派遣

休日の一部の部活動をクラブの活動に移行

その他



1
1
1

2
7

20

0 5 10 15 20 25

その他
行政との連携は他団体が行っているため

クラブ主導で学校と取り組みを進めているため
連携体制が構築できていない

これから連携予定
行政側の方針が固まっていないため、行政は関わっていない

（２）調査項目別回答結果

⑦中学校部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行について
◆クラブにおける部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行に関する取組有無

 183クラブ（34.2%）が 【行っている】 と回答

  ◆地域連携・地域クラブ活動移行の取組においての行政との連携有無
 183クラブ中、138クラブ（75.4%）が 【有】 と回答、45クラブ(24.6%)が【無】と回答

◎行政との連携の経緯、具体的な連携内容（N=138クラブ｜自由記述内容を分類・集計）

◎行政との連携をしていない理由（N=無回答除く32クラブ｜自由記述内容を分類・集計）

4
12

15
52

64

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

情報提供・共有

行政からの支援（後援・補助金・施設利用等）

行政からの事業・業務委託

行政との協議（協議会等への参画含む）

2. 調査結果
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2

2

4

5

6

8

10

10
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対応できる活動種目の範囲

持続可能な運営

参加者の受益者負担

参加者の移動手段の確保

事務等のクラブへの負担増

特になし

活動場所の確保・利用方法の調整

大会出場・試合機会の確保

その他

関係者との連携体制の構築

関係者の理解

指導者の確保（量や質）

推進体制の整備

財源の確保

（２）調査項目別回答結果

⑦中学校部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行について
◆クラブにおける部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行に関する取組有無

 183クラブ（34.2%）が 【行っている】 と回答

◆地域連携・地域クラブ活動移行の取組を行っている上での課題
              （N=183クラブ|自由記述内容を分類・集計）

2. 調査結果
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（２）調査項目別回答結果

⑦中学校部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行について
◆クラブにおける部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行に関する取組有無

 183クラブ（34.2%）が 【行っている】 と回答

◎地域スポーツクラブ等としてR5年度の
中体連大会(全中予選)への出場有無

2. 調査結果
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R5年度大会に出場した

42

23.0%

R5年度大会には出場していない

141

77.0%

R5年度大会に出場した

R5年度大会には出場していない

将来的に出場を検討している

78

55.3%

特に出場する意向はない

63

44.7%

将来的に出場を検討している

特に出場する意向はない

◎地域スポーツクラブ等として将来的に
左記大会に出場する予定有無



将来的に出場を検討している

74

57.4%

特に出場する意向はない

55

42.6%

将来的に出場を検討している

特に出場する意向はない

R5年度大会に出場した

54

29.5%

R5年度は出場していない

129

70.5%
R5年度大会に出場した

R5年度は出場していない

（２）調査項目別回答結果

⑦中学校部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行について
◆クラブにおける部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行に関する取組有無

 183クラブ（34.2%）が 【行っている】 と回答

◎地域スポーツクラブ等としてR5年度の
 都道府県または市区町村の競技団体等が

             主催する大会・リーグ戦等への出場有無

2. 調査結果
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◎地域スポーツクラブ等として将来的に
左記大会・リーグ戦等に出場する予定有無
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参加者の移動手段の確保

運営団体としての参画

会場の確保・提供

移行体制の整備(クラブ化など)

行政からの事業・業務委託

コーディネーターとしての参画

その他

指導者の確保・派遣

関係者での協議

未定・検討中

活動機会の提供

2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

⑦中学校部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行について
◆クラブにおける部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行に関する取組有無

 352クラブ（65.8%）が 【行っていない】 と回答

  ◆今後地域連携・地域クラブ活動移行の取組を行う予定の有無
 352クラブ中、146クラブ（41.5%）が 【有】 と回答

◎予定している取組の内容（N=146クラブ|自由記述内容を分類・集計）
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地域移行のメリットが感じられない

特になし

活動場所の確保

他団体が地域移行を進めている

クラブの活動形態が地域移行にマッチしない

財源の確保

その他

人材不足（運営・指導者）

行政の方針が固まっていない

2. 調査結果

（２）調査項目別回答結果

⑦中学校部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行について
◆クラブにおける部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行に関する取組有無

 352クラブ（65.8%）が 【行っていない】 と回答

  ◆今後地域連携・地域クラブ活動移行の取組を行う予定の有無
 352クラブ中、206クラブ（58.5%）が 【無】 と回答

◎今後地域連携・地域クラブ活動移行の取組を行う予定がない理由や、課題・障壁
          （N=206クラブ|自由記述内容を分類・集計）
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